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平成 18 年3月期      個別財務諸表の概要        平成18年 5 月10日 

 
上 場 会 社 名        株式会社 中電工 上場取引所 東京 
コ ー ド 番 号        1941 本社所在都道府県 
（ＵＲＬ  http://www.chudenko.co.jp） 広島県 
代  表  者 役職名 取締役社長     氏名 加藤 義明 
問合せ先責任者 役職名 常務取締役経理部長 氏名 中山 宏一       ＴＥＬ (082)291－7415 
決算取締役会開催日 平成 18 年5 月 10 日 中間配当制度の有無            有 
配当支払開始予定日 平成 18 年6 月 30 日 定時株主総会開催日 平成 18 年6 月 29 日 
単元株制度採用の有無  有(１単元  100 株) 
 
１． 18 年3 月期の業績(平成 17 年 4月 1 日～平成18年 3 月31日) 
(1)経営成績                              （記載金額：百万円未満切捨） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

  百万円 ％  百万円 ％  百万円 ％ 
18 年3 月期 
17 年3 月期 

112,790
117,154

△ 3.7
△ 2.5

 
 
△ 2,179
△ 540

－ 
－ 
 
 
 

4,227
4,851
△ 12.8
32.3
 
 

 
 

当期純利益 
1 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜 在 株 式 調 整 後 
１株当たり当期純利益  

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

  百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
18 年3 月期 
17 年3 月期 

1,865
2,956
△ 36.9
60.8
 
 

31.65 
50.89 

31.45 
50.76 

1.0 
1.6 

1.7 
2.0 

3.7 
4.1 

(注) ①期中平均株式数 18 年3 月期 57,362,231株 17 年3 月期 57,108,890株 
 ②会計処理の方法の変更 無     
 ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率  
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 
配当金総額 
(年 間) 

配当性向 株主資本 
配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭  百万円 ％ ％ 
18 年3 月期 
17 年3 月期 

20.00 
22.00 

10.00 
12.00 

10.00 
10.00 

1,151 
1,256 

 63.2 
43.2 

0.6 
0.7 

（注）18 年3 月期期末配当金の内訳  普通配当 10 円 00 銭 
 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

  百万円  百万円 ％ 円  銭 

18 年3 月期 
17 年3 月期 

249,330 
239,352 

 193,863 
183,495 

 77.8 
76.7 

3,349.67 
3,210.68 
 (注) ①期末発行済株式数 18 年3 月期 57,860,383株 17 年3 月期 57,135,848株 

 ②期末自己株式数 18 年3 月期 7,277,734 株 17 年3 月期 8,002,269 株 
 
２．19 年 3月期の業績予想(平成18 年4 月 1日～平成 19 年 3 月31 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
  百万円  百万円  百万円 円 銭 円 銭 円 銭 
中 間 期 
通   期 

50,500 
121,000 

 1,000 
4,400 

 △ 1,700 
200 

 10.00 
－ 

－ 
10.00 

－ 
20.00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)   3円 46 銭 
 
 
 
 
 
 
 

※ 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績

は経済情勢等様々な不確定要因により予想数値と異なる場合があります。 



 － 26 － 

比 較 貸 借 対 照 表 
（単位：百万円…端数切捨） 

当  期  前  期  
資 産 の 部 

(18.3.31) 構成比 (17.3.31) 構成比 

 (△) 
増減金額 

  ％  ％  
流 動 資 産 73,594 29.5 71,159 29.7 2,435 

現 金 預 金 11,854  11,402  451 

受 取 手 形 6,990  8,583  △ 1,593 

完 成 工 事 未 収 入 金 24,540  24,679  △ 139 

有 価 証 券 4,765  4,793  △ 28 

未 成 工 事 支 出 金 8,542  8,342  200 

材 料 貯 蔵 品 229  232  △ 3 

短 期 貸 付 金 9,106  6,008  3,098 

前 払 費 用 2,375  2,188  187 

繰 延 税 金 資 産 1,460  1,491  △ 31 

そ の 他 4,033  3,760  273 

貸 倒 引 当 金 △ 304  △ 324  19 

      

固 定 資 産 175,736 70.5 168,193 70.3 7,542 

有 形 固 定 資 産 28,551  30,692  △ 2,140 

建 物 31,380  32,270  △ 890 

構 築 物 3,678  3,857  △ 179 

機 械 装 置 983  980  3 

車 両 運 搬 具 122  2,823  △ 2,700 

工 具 器 具 ・ 備 品 4,744  4,777  △ 33 

土 地 11,426  11,734  △ 308 

建 設 仮 勘 定 48  99  △ 50 

減 価 償 却 累 計 額 △ 23,833  △ 25,852  2,018 

      
無 形 固 定 資 産 283  254  29 

ソ フ ト ウ ェ ア 232  202  29 

そ の 他 51  51  △ 0 

      
投 資 そ の 他 の 資 産 146,901  137,246  9,654 

投 資 有 価 証 券 134,120  119,988  14,131 

関 係 会 社 株 式 3,278   2,724  553 

関 係 会 社 出 資 金 2  2  － 

長 期 貸 付 金 505  509  △ 3 

従業員に対する長期貸付金 784  811  △ 27 

破 産 債 権 、 更 生 債 権 等 236  406  △ 170 

長 期 前 払 費 用 160  150  9 

繰 延 税 金 資 産 5,057  10,429  △ 5,372 

保 険 積 立 金 2,720  2,375  345 

そ の 他 464  465  △ 0 

貸 倒 引 当 金 △ 429  △ 616  186 

      

資 産 合 計 249,330 100.0 239,352 100.0 9,977 
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（単位：百万円…端数切捨） 

当  期  前  期  
負 債 の 部 

(18.3.31) 構成比 (17.3.31) 構成比 

 (△) 
増減金額 

  ％  ％  

流 動 負 債 30,080 12.0 30,364 12.7 △ 283 

支 払 手 形 259  238  21 

工 事 未 払 金 22,498  22,638  △ 139 

未 払 金 1,848  1,866  △ 17 

未 払 費 用 868  937  △ 68 

未 払 法 人 税 等 907  1,075  △ 168 

未 成 工 事 受 入 金 3,256  3,190  66 

預 り 金 136  136  △ 0 

前 受 収 益 10  10  0 

完 成 工 事 補 償 引 当 金 21  2  19 

受 注 工 事 損 失 引 当 金 220  107  113 

そ の 他 51  161  △ 110 

      
固 定 負 債 25,386 10.2 25,493 10.6 △ 106 

退 職 給 付 引 当 金 24,362  24,606  △ 244 

役 員 等 退 職 慰 労 引 当 金 887  733  154 

そ の 他 137  153  △ 16 

      

負 債 合 計 55,467 22.2 55,857 23.3 △ 390 
      

      

資 本 の 部      

      

      

資 本 金 3,481 1.4 3,481 1.5 － 

      

資 本 剰 余 金 78 0.0 29 0.0 48 

資 本 準 備 金 25  25  － 

そ の 他 資 本 剰 余 金 53  4  48 

自 己 株 式 処 分 差 益 53  4  48 

      

利 益 剰 余 金 195,090 78.3 194,418 81.2 671 

利 益 準 備 金 870  870  － 

任 意 積 立 金 185,013  184,941  71 

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 1,613  1,541  71 

別 途 積 立 金 183,400  183,400  － 

当 期 未 処 分 利 益 9,206  8,606  600 

      

その他有価証券評価差額金 5,975 2.4 △ 2,603 △ 1.1 8,579 

      

自 己 株 式 △ 10,763 △ 4.3 △ 11,832 △ 4.9 1,069 

      

資 本 合 計 193,863 77.8 183,495 76.7 10,368 

      

負 債 ・ 資 本 合 計 249,330 100.0 239,352 100.0 9,977 
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比 較 損 益 計 算 書 
（単位：百万円…端数切捨） 

当  期  前  期  
科 目 (17.4.1～ 

18.3.31) 百分比 
(16.4.1～ 
17.3.31) 百分比 

 (△) 
増減金額 

  ％  ％  

売 上 高      

完 成 工 事 高 112,790 100.0 117,154 100.0 △ 4,363 

売 上 原 価      

完 成 工 事 原 価 102,919 91.2 105,424 90.0 △ 2,505 

売 上 総 利 益      

完 成 工 事 総 利 益 9,871 8.8 11,729 10.0 △ 1,857 

販売費及び一般管理費 12,050 10.7 12,269 10.5 △ 219 

営   業   損   失 ( △ ) △ 2,179 △ 1.9 △ 540 △ 0.5 △ 1,638 

営 業 外 収 益 6,451 5.7 5,439 4.6 1,011 

受 取 利 息 68  59  8 

有 価 証 券 利 息 5,191  4,300  890 

受 取 配 当 金 258  225  33 

そ の 他 933  853  79 

営 業 外 費 用 44 0.1 47 0.0 △ 3 

災 害 事 故 関 係 費 7  4  2 

車 両 運 搬 具 等 処 分 損 30  34  △ 3 

そ の 他 6  9  △ 2 

      
経 常 利 益 4,227 3.7 4,851 4.1 △ 623 

      
特 別 利 益 259 0.2 1,104 0.9 △ 844 

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 53  5  48 

固 定 資 産 処 分 益 206  286  △ 80 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 0  159  △ 159 

損 害 賠 償 収 入 －  653  △ 653 

特 別 損 失 1,168 1.0 549 0.4 618 

過 年 度 賃 金 精 算 額 354  －  354 

固 定 資 産 処 分 損 167  89  77 

減 損 損 失 616  372  244 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 29  86  △ 56 

そ の 他 0  1  △ 1 

            税 引 前 当 期 純 利 益 3,319 2.9 5,405 4.6 △ 2,086 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,876 1.6 2,053 1.8 △ 177 

法 人 税 等 調 整 額 △ 421 △ 0.4 396 0.3 △ 818 

当 期 純 利 益 1,865 1.7 2,956 2.5 △ 1,090 

前 期 繰 越 利 益 7,913  6,335  1,578 

中 間 配 当 額 572  684  △ 112 

当 期 未 処 分 利 益 9,206  8,606  600 
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利 益 処 分 案 比 較 表 

（単位：百万円…端数切捨） 

科     目 
当   期 
(17.4.1～18.3.31) 

前   期 
(16.4.1～17.3.31)  

（△） 
増減金額 

( 当期未処分利益の処分 )    

当 期 未 処 分 利 益 9,206 8,606 600 

任 意 積 立 金 取 崩 額 74 85 △ 11 

固定資産圧縮積立金取崩額 74 85 △ 11 

合  計 9,281 8,692 588 

利 益 処 分 額 703 778 △ 75 

配 当 金 578 571 7 

役 員 賞 与 金 50 50 － 

任 意 積 立 金    

固定資産圧縮積立金 75 157 △ 82 

次 期 繰 越 利 益 8,577 7,913 663 

(その他資本剰余金の処分)    

そ の 他 資 本 剰 余 金 53 4 48 

その他資本剰余金次期繰越額 53 4 48 

 

（注）１.役員賞与金には、監査役賞与金（当期） 12百万円 

     （前期） 12 百万円を含んでいる。 

２.固定資産圧縮積立金は租税特別措置法に基づくものである。 
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重要な会計方針 
 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 
(1) 子 会 社 株 式  移 動 平 均 法 に よ る 原 価 法 
(2) そ の 他 有 価 証 券  
① 時 価 の あ る も の   決 算 日 の 市 場 価 格 等 に 基 づ く 時 価 法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
② 時 価 の な い も の   移 動 平 均 法 に よ る 原 価 法 

 
２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
(1) 未 成 工 事 支 出 金   個 別 法 に よ る 原 価 法 
(2) 材 料 貯 蔵 品    
① 汎 用 品  総 平 均 法 に よ る 低 価 法  
② 汎 用 品 以 外   個 別 法 に よ る 低 価 法 

 
３．固定資産の減価償却の方法 
(1) 有 形 固 定 資 産  定 率 法 

ただし、平成10 年4 月 1日以降に取得した建物(附属設備を除く)は、定額法を採用している。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっている。 

(2) 自社利用のソフトウェア   社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 
 
４．引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。 

 

(2) 完成工事補償引当金 

完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当期の完成工事高に対する将来の見積補償額に基づいて計

上している。 

 

(3) 受注工事損失引当金 

当期末未成工事のうち損失の発生が見込まれるものについて、将来の損失に備えるため、その損失見込額

を計上している。 

 

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してい

る。 

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10 年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から損益処理することとしている。 

 

(5) 役員等退職慰労引当金 

役員・準役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当期末要支給額を計上している。 

 

５．完成工事高の計上基準 

完成工事高の計上は、工事完成基準によっている。 
 
６．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 
 
７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等に相当する額の会計処理は、税抜方式によっている。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

 当  期 
（平成 18 年3 月 31 日） 

前  期 
（平成 17 年3 月 31 日） 

１ 関係会社に対する債権・債務 
受取手形及び 
完成工事未収入金   3,766百万円 

支払手形及び工事未払金   4,573 

１ 関係会社に対する債権・債務 
受取手形及び 
完成工事未収入金   4,386百万円 

支払手形及び工事未払金   4,454 

２ 減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれて
いる。 

２ 減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれて
いる。 

 
 

３ 偶発債務（保証債務） 
連結子会社の高所作業車のリース契約に対し、
次の債務保証を行っている。 
㈱中電工テクノ広島       1百万円 

４ 会社が発行する株式の総数 
普通株式         260,000,000 株 
ただし、定款の定めにより株式の消却が行
われた場合には、会社が発行する株式につい
て、これに相当する株式数を減ずることとな
っている。 
発行済株式の総数 
普通株式        65,138,117株 

４ 会社が発行する株式の総数 
普通株式         105,500,000 株 
ただし、定款の定めにより株式の消却が行
われた場合には、会社が発行する株式につい
て、これに相当する株式数を減ずることとな
っている。 
発行済株式の総数 
普通株式        65,138,117株 

５ 自己株式の保有数 
普通株式          7,277,734 株 

５ 自己株式の保有数 
普通株式          8,002,269 株 

６ 配当制限 
旧商法施行規則第124条第 3号の純資産額 

5,975 百万円 
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（損益計算書関係） 

当  期 
（自 平成17 年 4月 1日 
 至 平成18 年 3月 31 日） 

前  期 
（自 平成16 年 4月 1日 
 至 平成17 年 3月 31 日） 

１ 関係会社に対する取引 
完成工事高        27,985 百万円 

１ 関係会社に対する取引 
完成工事高        29,013 百万円 

２ 研究開発費の総額 
一般管理費に含まれる研究開発費 160 百万円 

２ 研究開発費の総額 
一般管理費に含まれる研究開発費 262 百万円 

３ 固定資産処分益の内訳 
建   物          68 百万円 
土   地          137 
計            206 

３ 固定資産処分益の内訳 
建   物           6百万円 
土   地          279 
  計            286 

４ 固定資産処分損の内訳 
建   物          147百万円 
構 築 物          10 
土   地           2 
ソフトウエア          7 
  計            167 

４ 固定資産処分損の内訳 
建   物          55 百万円 
構 築 物          30 
土   地           4 
  計            89 

５ 減損損失 
当期において、当社は以下の資産グループにつ
いて減損損失を計上している。 

用 途 種 類 場 所 
減損損失 

(百万円) 

遊休資産 土地・建物 
山口県 
長門市 

616 

 
当社は、事業用資産については管理会計上の区
分を基準に主として営業所単位に、賃貸用資産及
び遊休資産については個別にグループ化し、減損
損失の判定を行った。 
その結果、上記の遊休資産については福利厚生
施設として使用してきたが、運営廃止により遊休
状態となり、当期中の売却による売却損の発生が
見込まれたため、当該資産の帳簿価額を回収可能
価額まで減額し、当該減少額を減損損失（616 百
万円）として特別損失に計上している。その内訳
は、土地267 百万円、建物349 百万円である。 
当該資産の回収可能価額は、売買契約価額に基
づき評価している。 
なお、当該遊休資産は当期末までに既に売却済
である。 
 

５ 減損損失 
当期において、当社は以下の資産グループにつ
いて減損損失を計上している。 

用 途 種 類 場 所 
減損損失 

(百万円) 
事業用 
資産 
土地・建物 

島根県 
益田市 

117 

賃貸用 
資産 
土地・建物 

広島市 
中区 

254 

合 計   372 

 
当社は、事業用資産については管理会計上の区
分を基準に主として営業所単位に、賃貸用資産及
び遊休資産については個別にグループ化し、減損
損失の判定を行った。 
その結果、事業用資産及び賃貸用資産の一部に
ついては、経営環境の悪化、賃貸相場の低迷等に
より、当該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減
額し、当該減少額を減損損失（372 百万円）とし
て特別損失に計上している。その内訳は、土地
328 百万円（うち事業用資産 102百万円、賃貸用
資産 225 百万円）、建物 43 百万円（うち事業用
資産 14 百万円、賃貸用資産29 百万円）である。 
なお、当該資産の回収可能価額は、正味売却価
額（固定資産税評価額を基礎に公示価格相当額へ
調整を行った額）により算定している。 
 

 

 

（有価証券関係） 

当期及び前期のいずれにおいても、子会社株式で時価のあるものはない。 
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（リース取引関係） 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略している。 

 

 

（税効果会計関係） 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
  当  期  前  期  

  （平成 18年 3月 31日）  （平成 17年 3月 31日）  
繰延税金資産  百万円  百万円  

退職給付引当金否認  8,937  8,488  

役員等退職慰労引当金否認  358  296  

有価証券評価損否認  509  509  

未払賞与否認  1,169  1,218  

貸倒引当金損金算入限度超過額  198  227  

その他有価証券評価差額金  －  1,767  

その他  657  659  

繰延税金資産小計  11,832  13,166  
評価性引当額  △ 160  △ 150  

繰延税金資産合計  11,671  13,016  

      
繰延税金負債      

その他有価証券評価差額金  △ 4,057  －  

固定資産圧縮積立金  △ 1,095  △ 1,095  
繰延税金負債合計  △ 5,153  △ 1,095  

繰延税金資産の純額  6,517  11,921  
 
 

     

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  当  期  前  期  

  （平成 18年 3月 31日）  （平成 17年 3月 31日）  

法定実効税率  40.4 ％  40.4 ％  

（調整）      

永久に損金に算入されない項目  2.9  1.6  
永久に益金に算入されない項目  △ 2.3  △ 1.0  

住民税均等割等  3.4  2.4  

その他  △ 0.6  1.8  

税効果会計適用後の法人税等の負担率  43.8  45.3  

      

 
 
（後発事象） 

 当  期 
（平成 18 年3 月 31 日） 

前  期 
（平成 17 年3 月 31 日） 

平成 18 年 5 月10 日開催の当社取締役会において、
従業員の退職金・年金に係る新制度の導入および退職
給付水準の変更を決議いたしました。これにより、過
去勤務債務約137 億円の発生が見込まれます。 
なお、過去勤務債務につきましては翌期において一
時償却いたします。 
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（ご参考） 
１．工事種別 受注高・売上高・次期繰越高 

 

（１） 受 注 高 （単位：百万円…端数切捨） 

当   期 前   期      (△) 
区 分 (17.4.1～ 

18.3.31) 
構成比 
％ 
(16.4.1～ 
17.3.31) 

構成比 
％ 
増  減 

増減率 
％ 

配 電 線 工 事 22,321 19.4 22,879 20.2 △ 558 △ 2.4 
発 送 変 電 工 事 2,070 1.8 1,889 1.7 180 9.6 

地 中 線 工 事 1,659 1.4 1,436 1.3 223 15.6 
情 報 通 信 工 事 5,655 4.9 4,946 4.3 708 14.3 
一般内外線工事 64,034 55.5 62,469 55.1 1,565 2.5 

空 調 管 工 事 19,652 17.0 19,798 17.4 △ 145 △ 0.7 
合 計 115,393 100.0 113,420 100.0 1,972 1.7 

 

 

（２） 売 上 高 

当   期 前   期      (△) 
区 分 (17.4.1～ 

18.3.31) 
構成比 
％ 
(16.4.1～ 
17.3.31) 

構成比 
％ 
増  減 

増減率 
％ 

配 電 線 工 事 22,292 19.8 23,157 19.8 △ 865 △ 3.7 

発 送 変 電 工 事 1,852 1.6 2,130 1.8 △ 278 △ 13.1 
地 中 線 工 事 1,484 1.3 1,425 1.2 59 4.2 
情 報 通 信 工 事 5,226 4.6 4,869 4.2 356 7.3 

一般内外線工事 63,711 56.5 65,535 55.9 △ 1,823 △ 2.8 
空 調 管 工 事 18,223 16.2 20,035 17.1 △ 1,812 △ 9.0 
合 計 112,790 100.0 117,154 100.0 △ 4,363 △ 3.7 

 

 

（３） 次期繰越高 

当   期 前   期      (△) 
区 分 (17.4.1～ 

18.3.31) 
構成比 
％ 
(16.4.1～ 
17.3.31) 

構成比 
％ 
増  減 

増減率 
％ 

配 電 線 工 事 51 0.1 22 0.1 29 127.8 
発 送 変 電 工 事 696 1.5 479 1.1 217 45.4 
地 中 線 工 事 410 0.8 235 0.5 175 74.6 

情 報 通 信 工 事 983 2.1 555 1.2 428 77.2 
一般内外線工事 34,908 73.6 34,586 77.1 322 0.9 
空 調 管 工 事 10,385 21.9 8,956 20.0 1,429 16.0 

合 計 47,437 100.0 44,835 100.0 2,602 5.8 

 

 

２．得意先別売上高 

 

当   期 前   期      (△) 
区 分 (17.4.1～ 

18.3.31) 
構成比 
％ 
(16.4.1～ 
17.3.31) 

構成比 
％ 
増  減 

増減率 
％ 

中 国 電 力 ㈱ 27,928 24.8 28,946 24.7 △ 1,017 △ 3.5 
官 公 庁 14,421 12.8 18,218 15.6 △ 3,796 △ 20.8 

一 般 民 間 70,440 62.4 69,988 59.7 451 0.6 
合 計 112,790 100.0 117,154 100.0 △ 4,363 △ 3.7 
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              役 員 の 異 動 
（平成１８年６月２９日付） 

 
 
１．代表者の異動     該 当 な し 
 
    
２．その他の役員の異動 
 
 
新任取締役候補（五十音順） 

 

             梶
かじ

 山
やま

 和
かず

 登
と

（現 人事労務部次長兼人事担当課長 部長待遇） 

       

             倉
くら

 田
た

 嘉
よし

 郎
ろう

（現 常任監査役） 

 

             三
み

 谷
たに

 俊
とし

 明
あき

（現 営業本部電気技術部長） 

 
退任予定取締役   
 

     専務取締役   中
なか

 下
した

 正
まさ

 彦
ひこ

 

 

     専務取締役   佐々木
さ さ き

 秀
ひで

 昌
まさ

 

 

     常務取締役   隅
すみ

 田
だ

 正
まさ

 興
おき

 

 

     取 締 役   古
こ

 賀
が

 幹
よし

 國
くに

 

 
新任監査役候補 

 

             隅
すみ

 田
だ

 正
まさ

 興
おき

（現 常務取締役 経営企画室長） 

 
退任予定監査役 
 

           倉
くら

 田
た

 嘉
よし

 郎
ろう

（現 常任監査役） 

 
                                     以 上 
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     新任取締役及び新任監査役候補者の略歴 
 
 
取締役候補者    梶 山 和 登（かじやま かずと） 
 
生年月日  昭和２２年 ８月１４日 
出 身 地  山口県 
学  歴  同志社大学法学部卒 
経  歴  昭和４５年 ４月  当社入社 

      平成１１年 ６月  社長室人事担当課長 
      平成１５年 ７月  社長室人事担当課長 次長待遇 

平成１７年 ７月  人事労務部部長（人事担当） 
平成１８年 ４月  人事労務部次長兼人事担当課長 部長待遇 

                現在に至る 
 
 
 
               
取締役候補者    倉 田 嘉 郎（くらた よしろう） 
 
生年月日  昭和１６年 ７月１１日 
出 身 地  広島県 
学  歴  広島修道大学商学部卒 
経  歴  昭和３９年 ４月  当社入社 
      平成１３年 ６月  取締役 労務部長兼安全衛生管理部長 
      平成１５年 ６月  監査役 

平成１６年 ６月  常任監査役 
                現在に至る  
 
 
 
 
取締役候補者    三 谷 俊 明（みたに としあき） 
 
生年月日  昭和２０年 ３月３０日 
出 身 地  広島県 
学  歴  広島大学工学部電気科卒 
経  歴  昭和４２年 ４月  当社入社 
      平成１３年 ６月  営業本部電気技術部工事担当課長 

平成１４年 ２月  営業本部電気技術部技術担当課長 
平成１４年 ７月  営業本部電気技術部技術担当課長 次長待遇 
平成１５年 ６月  営業本部電気技術部長 
平成１７年 ４月  理事 営業本部電気技術部長 

                現在に至る  
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監査役候補者    隅 田 正 興（すみだ まさおき） 
 
生年月日  昭和１６年 ８月１６日 
出 身 地  広島県 
学  歴  京都大学経済学部卒 
経  歴  平成 ３年１０月  株式会社日本興業銀行営業第四部長 
      平成 ５年 ６月  チッソ株式会社へ派遣 同社常務取締役 
      平成 ９年 ７月  財団法人中国産業活性化センター（現 
                財団法人ちゅうごく産業創造センター） 
                理事 調査部長 

平成１０年 ８月  当社入社 理事 企画部長付 部長待遇 
平成１１年 ６月  取締役 経理部長 
平成１５年 ６月  常務取締役 経理部長 
平成１６年 ６月  常務取締役 企画部長 
平成１７年 ７月  常務取締役 経営企画室長 

                現在に至る  
 
 
 
 
 
 


